
前年度からの
累積効果 18年度計

前年度からの
累積効果 19年度計

事業費 一般財源(a) 一般財源(b) 事業費 一般財源(c) (b)+(c) 一般財源(d） 事業費 一般財源(e) (d)+(e)

77 △ 436,869 △ 256,200 △ 273,061 △ 724,856 △ 682,703 △ 955,764 △ 955,764 △ 707,313 △ 707,091 △ 1,662,855 △ 2,874,819

（１）事業費の削減が見込まれる事業（福祉に関する個人給付等に係るものを除く。） 58 △ 304,420 △ 123,751 △ 123,751 △ 141,268 △ 125,537 △ 249,288 △ 249,288 △ 32,780 △ 32,558 △ 281,846 △ 654,885

（２）事業費の削減が見込まれる事業（福祉に関する個人給付等に係るもの。） 5 △ 14,360 △ 14,360 △ 14,360 △ 126,777 △ 126,777 △ 141,137 △ 141,137 △ 110,468 △ 110,468 △ 251,605 △ 407,102

（３）業務執行方式等の見直しを検討する必要がある事業 14 △ 118,089 △ 118,089 △ 134,950 △ 456,811 △ 430,389 △ 565,339 △ 565,339 △ 564,065 △ 564,065 △ 1,129,404 △ 1,812,832

5 459,427 459,427 459,427 15,143 15,143 474,570 474,570 1,008 1,008 475,578 1,409,575

6 △ 18,511 △ 18,511 △ 18,511 △ 35,817 △ 35,817 △ 54,328 △ 54,328 △ 479 △ 479 △ 54,807 △ 127,646

11 726,143 718,084 28,091 642,810 547,628 575,719 68,730 606,512 605,112 673,842 1,967,645

88 914,807 734,138 750,999 775,816 733,663 1,484,662 1,484,662 708,800 708,578 2,193,240 4,412,040

25 △ 110,904 △ 73,324 △ 73,324 △ 73,324 △ 26,166 △ 25,572 △ 98,896 △ 172,220

1 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 10,000

8 △ 21,841 △ 21,841 △ 21,841 △ 21,841 △ 29,094 △ 29,094 △ 50,935 △ 72,776

7 33,136 33,136 33,136 33,136 230,637 171,752 204,888 238,024

34 137,745 100,165 100,165 100,165 55,260 54,666 154,831 254,996

8 △ 32,153 △ 31,777 △ 31,777 △ 31,777

1 84 84 84 84

3 1,450 1,450 1,450 1,450

2 552,566 537,700 537,700 537,700

12 30,787 30,411 30,411 30,411

134 914,807 734,138 750,999 913,561 833,828 1,584,827 1,584,827 794,847 793,655 2,378,482 4,697,447

20 726,143 718,084 28,091 675,946 580,764 608,855 101,866 1,389,715 1,314,564 1,416,430 2,743,369

４．拡充の方向で検討する必要がある事業

財源捻出額（１～３の効果額の合計）③

累計

(a)+(b)+(c）
+(d)+(e)

　※財源捻出額は、１．及び３．の歳出削減効果額と２．の歳入増加額の合計としている。

事業の拡充に振り向けた金額（拡充事業の合計）

財源捻出額の計（①＋②＋③）

２．収入の増加が見込まれる事業（影響額は歳入一般財源）

３．今後の方向性を明確にする必要がある事業

４．拡充の方向で検討する必要がある事業

18
年
度
行
政
評
価

１．事業費の削減が見込まれる事業

２．収入の増加が見込まれる事業（影響額は歳入一般財源）

３．今後の方向性を明確にする必要がある事業

財源捻出額（１～３の効果額の合計）②

17
年
度
行
政
評
価

１．事業費の削減が見込まれる事業

２．公平性の観点から費用負担の適正化を図ることにより、収入の増加が見込まれる事業
　（影響額は歳入一般財源）

16
年
度
行
政
評
価

１．必要性、有効性、効率性等の観点から見直しを検討する必要がある事業（(１)＋(２)＋(３)）

財源捻出額（１～３の効果額の合計）①

３．今後の方向性を明確にする必要がある事業

４．拡充の方向で検討する必要がある事業

大分市行政評価（事務事業評価）による平成17年度～19年度予算への反映状況（総括表）

件数

17年度当初予算措置状況 18年度当初予算措置状況

18年度新規措置影響額区　　　　　　　分 対前年度影響額

19年度予算措置状況

19年度新規措置影響額


